
養豚農業の振興に関する基本方針の
策定に係る参考資料

令和７年５月

以下の資料は「養豚農業の振興に関する基本方針について意見を聴く会」（令和６年11月、令和７年１月開催）及び「食料・農業・農村政
策審議会畜産部会 令和６年度第７回部会」（令和６年11月開催）の資料及び議事概要を基に時点更新等の修正を加えたものである。

※



目的（第１条）

１

この法律は、養豚農業が、国民の食生活の安定に寄与し、及び地域経済に貢献する重要な産業で

あること並びに食品残さを原材料とする飼料の利用等を通じて循環型社会の形成に寄与する産業

であることに鑑み、養豚農業の振興を図るため、（中略）もって養豚農業の健全な発展に資すること

を目的とする。

■ 養豚農業振興法における基本方針の位置付け

  農林水産大臣は、基本方針を定める（法第３条第１項）。

基本方針には、次に掲げる事項を定め（法第３条第２項）、豚肉の需給事情、農業事情その他の事

  情の変動により必要があるときは、変更する（法第3条第３項）。

①  養豚農業の振興の意義及び基本的な方向に関する事項
②  養豚農家の経営の安定に関する事項
③  国内由来飼料の利用の増進に関する事項
④  豚の飼養に係る衛生管理の高度化に関する事項
⑤ 豚の伝染性疾病の発生の予防及び豚の伝染性疾病が養豚農家に経営に及ぼす影響の緩和に

関する事項
⑥ 安全で安心して消費することができる豚肉の生産の促進及び消費の拡大に関する事項
⑦ その他養豚農業の振興に関し必要な事項

養豚農業振興法



大項目 中項目 小項目 頁

我が国
養豚農
業の概
況

産出額 産出額 ３

需給動向 供給量、自給率 ４

輸入、輸出 ５

消費構成 ６

枝肉卸売価格 ７

飼養戸数・頭

数

飼養戸数・頭数 ８

母豚規模別の戸数・頭数割合 ９

経営の
安定・
高度化

労働力等 経営形態、従事者、後継者 11

労働生産性 12

外国人材の活用 13

ICT機器の活用事例 14

経営状況 生産コストと収益 １5

養豚の経営安定対策 16

経営からの離脱要因 17

配合飼料の購入価格 18

経営の高度
化等

経営分析の活用、ベンチマーク加入者
成績

19

生産システムの効果、マルチサイト 21

品種の動向 23

ブランド化、差別化、格付 24

大項目 中項目 小項目 頁

国内由
来飼料
の利用
の増進

国内由来飼料
の利活用

飼料用米の利活用 27

エコフィードの利用 28

国内由来飼料
を活用した豚
肉の生産

国内由来飼料を活用した豚肉の生産 29

豚の飼
養衛生
管理の
高度化

環境 苦情発生状況 31

排水対策 ３2

堆肥の利活用 ３3

環境負荷軽減への取組 ３4

アニマルウェ
ルフェア

アニマルウェルフェア ３5

衛生関係 衛生関係 38

アフリカ豚熱対策の強化 ３9

慢性疾病対策による事故率の低減 40

家畜の遠隔診療 41

薬剤耐性対策 42

消費の
拡大、
食肉流
通等に
関する
事項

消費拡大等 消費拡大 44

養豚業界におけるチェックオフ制度
の検討

４5

その他 食肉処理施設の現状 ４6

災害・暑熱への備え ４7

物流の現状 ４8
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生乳
6,824億円

25%

肉用牛

5,189億円

19%豚

5,746億円

21%

鶏

7,842億円

29%

その他

1,492億円

6%

畜産の産出額
２兆７，０９２億円

その他

11%

畜産

32%

米

21%

野菜

27%

果実

9%

○平成25年の農業・畜産産出額

農業産出額
８兆４，６６８億円

※

○ 養豚の産出額の多い都道府県

資料：農林水産省「令和５年生産農業所得統計（全国推計値及び都道府県別）」

都道府県 産出額（億円）
全国に占める

割合

鹿児島県 9１０ １２.５％

北海道 ６０８ 8.４％

宮崎県 ６００ ８.３％

千葉県 ５１９ ７.１％

群馬県 ４７８ ６.６％

上位５道県計
（都道府県合計）

３,115
（７,２５９）

４２．９％
（100％）

産出額

◎平成２５年から令和５年の１０年間で

農業産出額は１12％、

畜産の産出額は１３7％

3

・ 10年間で畜産の産出額は3７％増加。養豚は25％増加。養豚は、農業総産出額の39％を占める畜産のうち、19％。

・ 産出額は鹿児島県が最も多く、産出額の上位５つの県で全国の産出額の4２.９%。

生乳

8,310億円

22%

肉用牛

7,696億円

21%豚

7,194億円

19%

鶏

12,033

億円

32%

その他

1,979億円

5%

畜産の産出額
３兆７，２12億円

その他

10%

畜産

39%

米

16%

野菜

25%

果実

10%

農業産出額
９兆４，９52億円

○令和５年の農業・畜産産出額
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昭和35 40 45 50 55 60 平成2 7 12 17 22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

重量ベース 飼料自給率を考慮した自給率

資料：農林水産省「畜産物流通統計」 財務省「貿易統計」

豚肉供給（部分肉ベース）の推移

資料 ： 農林水産省「食料需給表」 注：令和5年度は概算値。

・ 国内生産量は、近年増加傾向で推移し、令和６年度では８９万トン。

・ 豚肉の自給率は、重量ベースで49％。

平成

年度

（千トン）

供給量、自給率

豚肉の自給率の推移

年度
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1,921 

2,454 2,144 

2,377 

2,495 
2,074 

11.3
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輸出量 輸出額

（トン） （億円）

※ 正肉、豚くず肉、加工品の合計。ただし、2021年以前は加工品を除く。

計

983千トン ＥＵ計
279千ﾄﾝ
（28％）

資料：財務省「貿易統計」

豚肉の輸入量

国別輸入量（部分肉ベース、令和６年度）

豚肉の輸出実績

（2030年目標）52億円

前年比
（2024年）
金額：89％
数量：83％

・ 輸入量は長期的には増加。輸入先国はカナダ、米国、EUで約８割。

・ 一方、2024年の輸出額は対前年比89％の23.8億円。

輸入・輸出

5

うち、
正肉 17.6億円
加工品 5.4億円
くず肉 0.7億円
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海外産（加工仕向） 海外産（家計消費・その他）

海外産

国産

・ 豚肉の消費構成割合は、「家計消費」へシフト。

令和2年以降コロナ禍における「巣ごもり需要」や物価上昇による需要のシフト等で特に増加。

 ・ 国産における加工仕向けの割合は約8％、海外産における加工仕向けの割合は約30%と推計。

 ・ 仮に「その他（外食等）」が全て海外産で占められるとすれば、家計消費量に占める国産の割合は約80％程度。

※部分肉ベース
資料：農林水産省「食肉の消費構成割合」

（％） （千トン）

（年）
（年）

45
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46

29

25

57

19

24

68

835

281

653

※部分肉ベース
資料：ALIC調べの推定出回り量、（公社）日本食肉協議会「食肉加工品等流通調査」等

豚肉の消費構成割合 国産及び海外産における加工仕向け割合（推計）

消費構成
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豚
枝
肉
卸
売
価
格
（並
以
上
）の
対
前
年
度
比

○ 枝肉価格は、推定出回量
（生産量＋輸入量－輸出量）と
相関関係はない。

○ 一方で、国内生産量の増
減とは負の相関関係（生産
量が１％増加すると枝肉価格

が約３％下落）がある。
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y = -2.98x + 400.24

R² = 0.5153

70

80

90

100

110

120

130

90 95 100 105 110

負の相関

資料：畜産局調べ（H15～R5年度）
国内生産量（部分肉）の対前年度比推定出回量の対前年度比

（国内生産量＋輸入量－輸出量）

・ 枝肉価格は春夏は堅調で秋冬は軟調という季節性があり、近年は例年より高値で推移。

・ 枝肉価格は、推定出回量と相関関係はないが、国内生産量の増減とは負の相関関係がある。

枝肉卸売価格

東京・大阪加重平均

豚枝肉卸売価格と推定出回量・生産量の相関
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資料：農林水産省「畜産統計」（各年２月１日現在）
 注１：平成27年及び令和２年は世界農林業センサスの調査年であるため比較できるデータがない。

また、平成28年及び令和３年の（ ）内の数値は、それぞれ平成26年及び平成31年との比較である。
２：肥育豚2千頭以上層戸数シェア及び頭数シェアは、学校、試験場等の非営利的な飼養者を除いた数値を用いて算出している。

・ 飼養戸数は減少傾向で推移。

 ・ 一戸当たり飼養頭数及び子取用雌豚頭数は増加しており、大規模化が進展。

飼養戸数・頭数

8



1.0%

1.1%

1.5%

2.6%

3.8%

5.5%

14.5%

15.8%

15.1%

16.1%

64.1%

58.8%

令和６年度

令和元年度

・ 農家戸数における規模別割合は、大規模の層が占める割合が増加。

・ 母豚頭数における規模別割合は、500頭以上の農家の割合が７割、200頭以上では9割を占める。

小規模 中規模 大規模

大規模中規模小規模

資料：(一社) 日本養豚協会「令和6年度養豚農業実態調査」

1～50頭
未満

50～100頭
未満

100～200頭
未満

200～500頭
未満

500～
1000頭
未満

1000頭
以上

1000頭以上
500～
1000頭
未満

1～50頭
未満

50～
100頭
未満

農家戸数における母豚規模別割合

総飼養母豚頭数における母豚規模別割合

100～
200頭
未満

母豚規模別の戸数・頭数割合

200～
500頭未満
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14.0%

21.4%

12.7%

15.7%

18.6%

17.9%

27.2%

23.0%

13.5%

10.9%

14.0%

11.0%

令和６年度

令和元年度



大項目 中項目 小項目 頁

我が国
養豚農
業の概
況

産出額 産出額 ３

需給動向 供給量、自給率 ４

輸入、輸出 ５

消費構成 ６

枝肉卸売価格 ７

飼養戸数・頭

数

飼養戸数・頭数 ８

母豚規模別の戸数・頭数割合 ９

経営の
安定・
高度化

労働力等 経営形態、従事者、後継者 11

労働生産性 12

外国人材の活用 13

ICT機器の活用事例 14

経営状況 生産コストと収益 １5

養豚の経営安定対策 16

経営からの離脱要因 17

配合飼料の購入価格 18

経営の高度
化等

経営分析の活用、ベンチマーク加入者
成績

19

生産システムの効果、マルチサイト 21

品種の動向 23

ブランド化、差別化、格付 24

大項目 中項目 小項目 頁

国内由
来飼料
の利用
の増進

国内由来飼料
の利活用

飼料用米の利活用 27

エコフィードの利用 28

国内由来飼料
を活用した豚
肉の生産

国内由来飼料を活用した豚肉の生産 29

豚の飼
養衛生
管理の
高度化

環境 苦情発生状況 31

排水対策 ３2

堆肥の利活用 ３3

環境負荷軽減への取組 ３4

アニマルウェ
ルフェア

アニマルウェルフェア ３5

衛生関係 衛生関係 38

アフリカ豚熱対策の強化 ３9

慢性疾病対策による事故率の低減 40

家畜の遠隔診療 41

薬剤耐性対策 42

消費の
拡大、
食肉流
通等に
関する
事項

消費拡大等 消費拡大 44

養豚業界におけるチェックオフ制度
の検討

４5

その他 食肉処理施設の現状 ４6

災害・暑熱への備え ４7

物流の現状 ４8



14.6%

23.9%

37.1%

28.7%

22.5%

23.9%

5.8%

19.7%

16.5%

23.5%

22.5%

19.7%

2.9%

16.9%

18.6%

19.1%

22.5%

25.4%

35.9%

31.0%

18.6%

13.9%

2.8%

4.2%
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8.5%

9.3%

14.8%

29.6%

26.8%
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・ 母豚100頭までは個人経営が主体、母豚100頭以上では法人経営が主体、母豚200頭以上では９割以上が法人経営。

・ 母豚100頭未満までは従事者が少なく家族経営が主体、母豚500頭以上では常勤雇用者が大幅に増加。

・ 母豚飼養頭数規模が大きくなると、「後継者はいない・考えていない」は減少。

（母豚）

（母豚）

（人）

資料：(一社) 日本養豚協会「令和６年度養豚農業実態調査」を基に農林水産省で算出

（母豚）

母豚規模別の経営形態

母豚規模別の後継者の有無

経営形態、従事者及び後継者

母豚規模別の従事者（家族＋常勤）

11

63.5%

55.3%

24.6%

5.0%
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1000頭～

後継者は決まっている

対象者はいるが、
現在は決まっていない

自分の年齢が若いので
考えていない

後継者はいない・
後継者は考えていない

経営形態が後継者と
関係ない（株式会社等）



・ 母豚50頭以上から常用雇用が増加。

・ 従事者１人当たりの農作業時間は規模拡大とともに増加するが、農業従事者１人当たり労働生産性も上昇。

資料：農林水産省「令和５年営農類型別経営統計（個人経営体）」

（時間/年）

（人）

（母豚）

（頭/人）

※肥育豚頭数を10で除して母豚頭数とした。

（頭/10時間）

（母豚）

（母豚）

農業従事者数 労働生産性

一人当たり年間農作業時間

労働生産性
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・ 技能実習生及び特定技能外国人数は増加傾向にあり、人手不足への対応として、外国人材の活用も進展。

・ 入管法等の改正（R6.6）に伴い、人手不足分野での人材確保・育成を目的とする育成就労制度が創設（R9施行予定）。

・ 外国人材が定着し、活躍するためには、待遇や仕事面だけでなく、生活面の支援や地域の理解醸成等の環境整備が重要。

外国人材の活用

＜優良事例＞有限会社NOUDA（養豚、徳島県）

＜経営の概況＞
飼養頭数 850頭（うち母豚90頭）
職員 日本人５名、外国人３名（インドネシア・バリ島※）

＜受入れのための取組＞
・受入前に豚の習性の説明等を行い、安全管理を徹底。
・近隣住民に説明の上、住居は一軒家とマンションを借り上げ。
・日本語だけでなく、文化、マナー、税制等の勉強会を定期的に実施。
・地域の行事参加や小学校との交流により地域の理解を醸成。

資料：農業分野における特定技能外国人受入れ優良事例集を基に作成

地元の小学校との文化交流特定技能外国人

技能実習制度（現行） 育成就労制度（R9～）

目的 技能移転による国際貢献
人手不足分野における
人材確保と人材育成

在留期間
１号：１年
２号及び３号：2年

（技能実習終了後は原則帰国）

３年
→ 特定技能１号水準の人材を育成。
    特定技能への移行により、
長期間産業を支える人材を確保。

従事可能
業務

・ 畜産農業全般（第１号）
・ 酪農、養豚、養鶏

（第２号、第３号）
畜産農業全般

現行制度と育成就労制度の比較

特定技能外国人 技能実習生

特定技能１号 特定技能２号

目的
人手不足分野における

人材確保

技能水準 相当程度の知識・経験
（即戦力となる人材）

熟練した技能
（高度な技術的・専門的判断が可能な人材）
（監督者として業務を統括できる人材）

在留期間
最大５年
（１年以内の期間で更新）

制限なし
（3年以内の期間で更新）

※条件を満たせば家族の帯同も可能

従事可能
業務

畜産農業全般

特定技能制度

※ヒンドゥー教の割合が多く豚肉文化が浸透
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母豚管理の省力化 肉豚出荷適期の把握 豚舎洗浄の省力化

機械装置 母豚群飼システム 体重推定機器 豚舎洗浄ロボット 畜舎環境制御システム

導入前

・ ストール飼いによる単飼の場合、
毎日一定時間を発情鑑定に割く
必要（夜間の発情は見落とし等
の懸念も）。

・ 肉豚の出荷体重の計測作業は1
頭ずつ体重計に追い込むなどに
より実施するため、重労働かつ
時間を要する作業。

・ 目測で体重を推定するには熟練
した技術が必要。

・ 排せつ物が飛散する過酷な作
業環境。

・ 農場における全労働時間の３割
以上を占める。

・ 豚舎内の温・湿度と豚の様子か
ら、経験や勘に基づき人力で
カーテンを開閉することにより
豚舎内環境を調整。

・ 夜間の調整が困難。
・ 毎日の浄化槽の見回りが作業コ

スト大。

導入後

・ 母豚が自由に動き回り雄豚房の
訪問回数等から発情を検知する
ため、発情鑑定業務の軽減や分
娩間隔の短縮に効果。

・ ICタグにより給餌量も個体毎に
設定することが可能。

・ カメラで豚を撮影するだけで、
コツを掴めば短い時間で安定的
に高い精度で体重を推定するこ
とが可能。

・ 事前に動作を覚えさせたロボッ
トによる自動的な予備洗浄を実
施し、細かな仕上げ洗浄のみ人
手で実施することで、人手作業
時間を約８割も減少させること
が可能。

・ センサで豚舎内の温・湿度、
CO2濃度などをモニタリングし、
カーテンの制御装置と連動させ
ることで、遠隔から24時間体制
で畜舎環境の調整が可能。

・ 浄化槽のアナログセンサもデジ
タルに変換しモニタリング可能。

自動環境制御

・ 母豚管理や出荷適期の把握等における省力化を図ることにより労働負担の低減を図ることが重要。

・ 母豚群飼システムや体重推定機器、豚舎洗浄ロボット等の機械装置の導入により、生産性の向上と省力化が期待。

環境制御
システム

ICT機器の活用事例
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その他物財費 医薬品費等 労働費 飼料費 ※飼養頭数を10で除して母豚頭数とした。

・ 令和５年の生産費では、飼料費が約７割、労働費が約１割。

 ・ ここ３年の生産コストは配合飼料価格の高騰により増加。令和５年は対前年比 ５％増。

 ・ 飼料費と労働費は規模が大きくなるに従い、減少傾向。一方、獣医師料及び医薬品費については、規模が大きくなると増加
傾向。

（千円/頭）

資料：令和５年畜産物生産費統計

（年）

肥育豚１頭当たり生産費 母豚頭数規模別の生産費（R5）

35.2
34.0 34.8

33.9 33.2 33.9 33.9

38.1

45.8
5％増

約7割

約１割

生産コストと収益
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《豚マルキンの概要》

① 負担割合 国 ： 生産者 ＝ ３ ： １

交付金のうち１／４に相当

する額は、生産者の積立て

による積立金から支出

② 補塡割合 標準的販売価格と

標準的生産費の差額の９割

③ 対  象  者 肉豚生産者

《生産者負担金単価》 ４００円／頭

年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
平成２５～
令和５年度

令和６年度
第１～4四半期

（確定払）四半期 第１ 第２～３ 第４ 第１～３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４

交付金単価 730 860 860 610 3,810 1,230 120 4,310 4,250 発動なし 発動なし

発動実績 （円／頭）

養豚の経営安定対策

・ 平成７年の地域肉豚以降、養豚経営の安定を図るため経営安定対策を実施。現在は法律に基づき、標準的販売価格が標準
・ 的生産費を下回った場合、その差額の９割を交付金として交付。

・ 堅調な枝肉価格や配合飼料価格への支援がなされたことから、平成25年度以降発動なし。

養豚経営安定対策の主な変遷
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※1 農林水産省「畜産統計」（各年２月１日現在）
令和2年はデータ無し

※2 全農家戸数に対する離脱戸数の割合

48.7% 8.0% 9.7% 1.8% 7.1%

1.8% 0.9%

0.9%

4.4%

0.9%
1.8%

14.2%

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

離脱戸数 166 122 111 109 133

参
考

全農家戸数※1 4,320 - 3,850 3,590 3,370

離脱割合（％）※2 3.8 - 2.9 3.0 3.9

注）要因を複数回答した者を含む

参考）前年の離脱要因

48.9% 4.5% 6.0% 24.1%

2.3% 1.5%

1.5%
1.5%

1.5%

0.8%

7.5%

高齢化 後継者不在 従事者の事故・病気・死亡

労働力不足 経営不振・悪化 施設・機械の損壊・故障

環境問題 他の経営体と統合等 他の畜産部門への転換

耕種等他の農業部門への転換 第三者継承 家畜疾病の発生

その他

・ 令和5年の離脱戸数は133戸で前年より24戸増加し、離脱割合は3.9％と前年に比べ0.9％増加。

・  離脱要因は、「高齢化」が最も多く、「後継者不在」と合わせて全体の約２分の１。「経営不振・悪化」が前年に比べ増加し、全体の

約４分の１。

資料：農林水産省 畜産への新規就農及び経営離脱に関する調査（令和５年）

経営からの離脱要因

過去５年間の離脱農家戸数の推移

養豚経営からの離脱要因（令和５年）
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畜種
購入価格

（令和５年３月、農家聞き取り、輸送費込み ）

［最小価格～最大価格］

経営コストに占める
飼料費の割合（Ｒ5年）

乳牛 68,050～106,050 円/㌧

肉牛肥育 65,230～ 96,680 円/㌧

肉牛繁殖 78,200～106,710 円/㌧

肉豚肥育 50,160～105,559 円/㌧

採卵鶏 60,500～103,290 円/㌧

肉用鶏 42,900～109,958 円/㌧

・ 同一畜種間においても、購入量や価格交渉の結果により、配合飼料の購入価格には大きな差。

 ・ 経営コストに占める飼料費の割合が高い豚や鶏において、飼料の購入価格は経営に大きく影響。

40％

48％

67％

57％

59％

44％

56％

北海道

都府県

資料：農林水産省「農業資材の供給の状況に関する調査について」（令和６年２月公表）、「令和5年畜産物生産費統計（確報）」および
「令和5年営農類型別経営統計（確報）」

注：繁殖牛（子牛生産）は子牛１頭当たり、肥育牛および肥育豚は１頭当たり、生乳は実搾乳量100kg当たり、養鶏は１経営体当たり

配合飼料の購入価格

配合飼料を
大量に購入・
輸送してい
るケースが
多い。

家族経営で
は使用量が
少なく、小
口で購入し
ているケー
スも多い。
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資料：日本養豚事業協同組合ゆめ通信 No.131、2024年１月１日、ｐ．２～５ページ

・ ベンチマークとは、自農場の成績、経営などを継続して記録し、社内比較を行う(農場内ベンチマーキング)とともに、他社の
・ 優れた事例を指標として比較・分析(農場間ベンチマーキング)し、改善すべき点を見出す手法。

・ （一社）日本養豚開業獣医師協会やＪＡ、飼料メーカーなどが実施しており、ベンチマークへの加入率は全国で約30％。
・ 母豚頭数が大きいほど、ベンチマークへの加入率が高い。

資料：（一社） 日本養豚協会「令和6年度養豚農業実態調査」

＜改善前＞
・PEDが農場にまん延

＜改善後＞
・PEDからの回復
・衛生費が減少
・分娩回転率の改善
・規模拡大
・出荷頭数/母豚の増加

＜改善策＞
・養豚管理獣医師との契約
・ベンチマークの導入
・定期的な社内勉強会
・種豚の入れ替え

粗利益が増加

母豚規模別ベンチマーク加入率

（N=371）

経営分析の活用

ベンチマーク加入者の事例
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上位２５％

中央値

下位２５％

生産費統計

・ ベンチマーク加入者の１母豚当たりの出荷頭数は年々向上しており、生産費統計の数値と比べて大きな差。

・ 農場枝肉FCR（農場全体で生産された枝肉と農場全体で給与した飼料の重量比）は、近年、減少傾向。

・ 経営間における飼料の使用量の差を推計したところ、上位経営と下位経営では約1４％（約３,７００円/頭）の違い。

資料：佐々木 羊介「JASVベンチマーキング2022年データの解析結果」『日本養豚事業協同組合 ゆめ通信』 No.129
「生産費統計」は、畜産物生産費統計を基に農林水産省で算出。

注：上記の数値は、ベンチマークに加入する全農場のデータを集計しているため、種豚の違いによる差があることに留意。

（頭/母豚/年）

※農林水産省試算

経営コストに占める飼料費の割合（R５年）

67％肥育豚

100％濃厚飼料

低減が重要

0.28

5.00

4.39

0.61

0.33

・飼料の使用量の差 ： ４８kg/頭

 下位と比較し、上位は１４％削減

・飼料価格の差（配合飼料価格78,000円/トンの場合）：

約３,７００円/頭

・飼養頭数 2,600頭の農家の経営全体の飼料費の差：

約２,１００万円/年

枝肉重量 ７８kg/頭の場合

１母豚当たり年間出荷頭数 農場枝肉FCR

ベンチマーク加入者成績
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メリット デメリット

・ 小規模農場でもロットごとの頭数を確保できるようになる

・ 伝染性疾病発生時に対策しやすい

・ 伝染性疾病の制御による生産成績向上が期待できる

・ 作業時期にメリハリが生まれ、従事者が休みを取りやすい

・ グループごとの管理記録を取りやすい

・ 作業が特定の期間に集中し、従業員の負担増加や資材の確保が難
しくなる場合がある

・ システムによっては再発情母豚の種付が実施しにくい

・ システムによっては出荷頭数に波が出る場合がある

・ システムによっては、分娩舎の増築など施設整備が必要

・ 疾病の発生リスクを低減し、事故率低減、生産性向上を図るためには、空の豚舎に新たな豚群を一度に導入して一定期間飼
養し、また一度に空にするオールイン・オールアウト方式が有効。豚群の導入のたびに水洗・消毒・乾燥を徹底することで、病
原体を減少。

 ・ グループ生産システムと組み合わせることで、小規模農場でもより効果的なオールイン・オールアウトが実施可能。

○グループ生産システム スリー・セブン概要図（肥育豚出荷まで）

週 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39

分娩豚舎１

分娩豚舎２

育成豚舎１

育成豚舎２ グループ4②
育成豚舎３

肥育豚舎１

肥育豚舎２

肥育豚舎３

肥育豚舎４

肥育豚舎５

肥育豚舎６ グループ6

グループ7
グループ1②

グループ２②

グループ１
グループ2

グループ３
グループ4

グループ5

グループ１
グループ２ グループ3②

グループ４②

グループ5②グループ6 グループ１②

グループ２②

グループ４
グループ6②グループ3 グループ5 グループ7

グループ１②
グループ3 グループ6 グループ２②

グループ１ グループ4 グループ7 グループ3②
グループ２ グループ5

グループ生産システムのメリット・デメリット

※ 実施に当たっては、
ピッグフロー（豚の流
れ）にも留意する必要。

生産システムの効果
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＜イメージ図＞
メリット

・ 飼養ステージにあわせた飼養衛生管理を効率的に実施可能 

・ 伝染性疾病の制御による生産成績向上が期待

・ 肥育部門を預託することで作業が単純化され、 労働負担が軽減

・ 人・物等を交差させずに飼養管理を行い、農場の分割管理と同様に、

疾病発生時の防疫措置を限定させることで、経営への影響を緩
和できる可能性

・ マルチサイトは、繁殖、肥育といった生育ステージに合わせ、農場を分割して管理する生産システム。

・ 繁殖サイトと肥育サイトを効果的に分けることができれば、繁殖サイトではより厳重な防疫・衛生管理を集中して行うことが
・ でき、肥育サイトでは疾病リスクの管理ポイントを絞り込み、生産性の改善と労働効率の向上に重点を置いた管理が可能に
・ なる。また、地域での繁殖・肥育の分業化も可能になる。

肥育豚舎 肥育豚舎

肥育農場１

繁殖農場１ 種豚舎

育成豚舎

分娩豚舎

デメリット

・ 農場を新設する土地の確保が必要

 ・ 農場を分割することで、建築コストが増加する

肥育豚舎 肥育豚舎

肥育農場２

マルチサイト
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純粋種 海外ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ等 交雑種

種雄豚
・  昭和５０年代は雄系としてのハンプシャー種が多かっ

たが、肉質で優れるデュロック種が飼養頭数を伸ばし、
昭和６０年代頃から、デュロック種が種雄豚全体の約
半数を占有。

・ 我が国の肉豚生産は、雑種強勢を利用した三元交雑が主流。

・ 種雄豚ではデュロック種が約４割、種雌豚では交雑種が約７割。

・ 海外ハイブリッド豚は、平成７年頃から一定の割合を占め、現在は種雄豚・種雌豚とも約２割。 

資料：（公社）中央畜産会「家畜改良関係資料」
資料：(一社) 日本養豚協会「養豚農業実態調査」
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純粋種（ﾃﾞｭﾛｯｸ種以外） デュロック種

海外ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ等 交雑種

種雌豚
・ 現在、我が国の肉豚生産が雑種強勢効果を利用した三

元交雑が主流となっており、交雑種等の割合が約８割 
（海外ハイブリッド豚を含む）。

品種の動向
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